
議案第３６号 

 

令和６年度 総社市下水道事業会計予算 

 

（ 総 則 ） 

第１条 令和６年度 総社市下水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。 

 

（ 業務の予定量 ） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。 

（１）処理面積                  1,346 ㏊ 

   （２）水洗化人口                 48,400 人 

   （３）年間総処理水量             4,771,000 ㎥ 

   （４）主要な建設改良事業 

       管渠整備事業             323,800 千円 

       処理場整備事業            755,300 千円 

 

（ 収益的収入及び支出 ） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

 

収                入 

第１款  下水道事業収益           2,026,130 千円 

 第１項 営 業 収 益             862,960 千円 

  第２項 営 業 外 収 益           1,114,220 千円 

  第３項 特 別 利 益            48,950 千円 

 

支                出 

第１款  下水道事業費用           1,934,000 千円 

  第１項 営 業 費 用           1,803,670 千円 

第２項 営 業 外 費 用             110,410 千円 

第３項 特 別 損 失             1,500 千円 

第４項 予 備 費              18,420 千円 
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（ 資本的収入及び支出 ） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額 524,570 千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額 10,000 千円，過年度分損益勘定留保資金 130,000 千円，当年度分損

益勘定留保資金 289,157 千円並びに減債積立金 95,413 千円で補填するものとす

る。）。 

 

収                入 

第１款  資 本 的 収 入           1,558,830 千円 

 第１項 企 業 債             890,100 千円 

  第２項 国庫（県）補助金             358,800 千円 

第３項 受益者負担金              17,000 千円 

  第４項 受益者分担金               2,800 千円 

  第５項 特 別 分 担 金               1,900 千円 

  第６項 工 事 負 担 金                 500 千円 

第７項 他会計負担金              88,260 千円 

第８項 他会計補助金             121,766 千円 

第９項 出  資  金            77,704 千円 

 

支                出 

第１款  資 本 的 支 出           2,083,400 千円 

  第１項 建 設 改 良 費           1,082,160 千円 

第２項 企業債償還金             980,600 千円 

第３項 投 資              30 千円 

第４項 予 備 費              20,610 千円 
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（ 債務負担行為 ） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定め

る。 

事項 期間 限度額 

水洗便所改造資金利子補給 

総社市水洗便所改造資金融資あっせん及び利子補給

要綱により，公共下水道に接続するため既設便所を水洗

便所に改造することに要する資金を貸し付けた融資機

関に対し，貸付実行日から償還年限までの貸付利率（年

５％以内）に相当する利子補給 

水洗便所改造資金を貸し付け

た融資機関に対する損失補償 

総社市水洗便所改造資金融資あっせん及び利子補給

要綱により，公共下水道に接続するため既設便所を水洗

便所に改造することに要する資金を貸し付けた融資機

関に対し，融資した融資額の損失金額 

排水設備等関連業務 
令和 7年度から 

令和 11 年度まで 
 60,000 千円 

 

（ 企業債 ） 

第６条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定め

る。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

公共下水道

事   業 
867,100 千円 

普通貸借 

又は 

証券発行 

（登録債） 

3.0％以内 

(ただし，利率見
直し方式で借り
入れる資金につ
いて，利率の見直
しを行った後に
おいては当該見
直し後の利率） 

政府資金については，そ
の融資条件により，銀行
その他の場合には，その
債権者と協定するところ
による。 
なお，財政の都合により

繰上償還を行い，若しく
は償還年限を短縮し，又
は低利債に借り換えるこ
とができる。 

特定環境保全 

公共下水道事業 
23,000 千円 

 

（ 予定支出の各項の経費の金額の流用 ） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定

める。 

（１）消費税及び地方消費税納付金に不足が生じた場合における営業費用及び営

業外費用の間 
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（ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 ） 

第８条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用

し，又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経な

ければならない。 

（１）職員給与費          83,600 千円 

 

（ 他会計からの補助金 ） 

第９条 下水道事業運営資金等に充当するため一般会計からこの会計へ補助を受ける

金額は，558,028 千円である。 

 

 

  令和６年２月２７日 提出 

 

                総社市長 片 岡 聡 一 
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令和６年度　総社市下水道事業会計予算

           付     属     説     明     書
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　　　　令和６年度　総社市下水道事業会計予算実施計画

（単位　千円)

 予定額 備　　　考

1 下 水 道 事 業 収 益       2,026,130

1 営 業 収 益          862,960

1 下 水 道 使 用 料          756,400

2 他 会 計 負 担 金          106,278

5 そ の 他 営 業 収 益                282

2 営 業 外 収 益       1,114,220

1 受 取 利 息                   8

2 他 会 計 負 担 金             5,389

3 他 会 計 補 助 金          436,262

4 長 期 前 受 金 戻 入          672,530

6 雑 収 益                  31

3 特 別 利 益            48,950

3 そ の 他 特 別 利 益            48,950

（単位　千円)

 予定額 備　　　考

1 下 水 道 事 業 費 用       1,934,000

1 営 業 費 用       1,803,670

1 管 渠 費          139,630

2 ポ ン プ 場 費            37,380

3 処 理 場 費          530,740

5 総 係 費            94,240

6 減 価 償 却 費          981,180

7 資 産 減 耗 費            20,500

2 営 業 外 費 用          110,410

1 支 払 利 息            99,610

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 納 付 金

           10,000

3 雑 支 出                800

3 特 別 損 失             1,500

5 そ の 他 特 別 損 失             1,500

4 予 備 費            18,420

1 予 備 費            18,420

款 項 目

款 項 目

支　　　　出

収益的収入及び支出

収　　　　入
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（単位　千円)

 予定額 備　　　考

1 資 本 的 収 入 1,558,830

1 企 業 債          890,100

1 企 業 債 890,100

2 国庫（県）補助金          358,800

1 国 庫 補 助 金          358,800

3 受 益 者 負 担 金            17,000

1 受 益 者 負 担 金 17,000

4 受 益 者 分 担 金             2,800

1 受 益 者 分 担 金 2,800

5 特 別 分 担 金             1,900

1 特 別 分 担 金             1,900

6 工 事 負 担 金                500

1 工 事 負 担 金                500

7 他 会 計 負 担 金            88,260

1 他 会 計 負 担 金 88,260

8 他 会 計 補 助 金          121,766

1 他 会 計 補 助 金 121,766

9 出 資 金            77,704

1 出 資 金 77,704

（単位　千円)

 予定額 備　　　考

1 資 本 的 支 出       2,083,400

1 建 設 改 良 費       1,082,160

1 管 渠 整 備 費 323,800

2 ポ ン プ 場 整 備 費 1,500

3 処 理 場 整 備 費          755,300

4 固 定 資 産 購 入 費             1,560

2 企 業 債 償 還 金          980,600

1 企 業 債 償 還 金          980,600

3 投 資                  30

1 基 金                  30

4 予 備 費            20,610

1 予 備 費            20,610

支　　　　出

款 項 目

款

資本的収入及び支出

収　　　　入

項 目
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（単位　千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

固定資産除却費 20,500

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,802

賞与等引当金の増減額（△は減少） 81

長期前受金戻入額

その他特別利益

受取利息

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入 376,635

一般会計からの繰入金による収入 210,026

基金の積立による支出 △ 6

投資活動によるキャッシュ・フロー

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

一般会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（△は減少額）

資金期首残高

資金期末残高 811,835

△ 980,473

△ 12,669

△ 672,530

890,100

△ 112,734

△ 699,389

△ 99,941

△ 48,950

293,891

△ 8

99,610

△ 28,626

419,294

517,944

77,704

152,994

981,180

8

令和６年度  総社市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
  （令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

11,174

519,227
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１．総        括

※期末手当，勤勉手当及び法定福利費には，賞与等引当金繰入額を含む。

※予算説明書に計上している賞与等引当金繰入額の合計額 5,400千円 の内訳は，期末手当 2,490千円 ，勤勉手当 2,030千

　 円，法定福利費880千円である。

△ 2,890 △ 1,300 0 0

11,950 8,730 350 120

比較 0 0 0

940

330

1209,0601,270

前年度 1,390 900 7,000

本年度 1,390 900 7,000 7,430 350

勤 務 手 当 手　当 手　当 手  当手　当 手　当手　　　当

児　童

勤  務 勤  務 特別勤務

△ 4,760

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

区　分

管理職 特  殊 時 間 外 　期　末※ 　勤　勉※ 休  日

14,360 88,360

比　　　　較 0 0 0 190 △ 3,940 △ 3,750 △ 1,010

70,250 13,350 83,600

前　年　度 0 10 0 40,480 33,520

福利費
（人） （人）

74,000

本　年　度 0 10 0 40,670 29,580

（単位　千円）

区分

職員数 給　　　　　与　　　　　費   法　定※

合　　　計
特別職 一般職

報　　酬 給　　料

扶　養

手　当

820

900

△ 80

給 与 費 明 細 書

 手　当※ 計

手　当 手  当

300

300

0

管理職員住　居 通　勤

手　当

940

940

0
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２．給料及び手当の増減額の明細

区 分 説  明

千円 千円

給料 給与改定に伴う 484 給与改定の状況

増減分

昇給に伴う増加分 330 平均昇給率　　0.82　　％

その他の増減分 △ 624 人事異動 職員数の異動状況

等による

もの

手当 制度改正に伴う 175 △ 368 千円

増減分 543 千円

その他の増減分 △ 4,115 △ 80 千円

330 千円

△ 2,522 千円

△ 1,843 千円

０人

計

０人

勤 勉 手 当

　　給与改定実施時期　　令和5年4月1日

その他

前年度
　　給料の改定率　　　　　1.19 ％

住 居 手 当

１０人

現 に 在 職 す る

扶 養 手 当

期 末 手 当

前

年

度

１０人０人

０人

増

減

△ 3,940

期 末 手 当

増減額

190

区

分

増 減 事 由 別 内 訳 備                  考

１０人

勤 勉 手 当

職 員 数

０人

本

年

度

１０人

- 75 -



３．給料及び手当の状況
　(1)　職員１人当たり給与

　(2)　初  任  給

　(3)　級別職員数

　（級別の基準となる職務）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

主事 主事 主任 係長 課長補佐 課長

20.0 　

40.0 　

10.0 ％

30.0 　

10.0 　

区    　　　　　      分

　　  　 計

2 級

　　  　 計

20.0 　

令　和　６　年　１　月　１　日　現在
4 　 30.0 　

1 　

区                    分
行             政             職

級

20.0 　

100.0 　

行   　   政　      職

令　和　５　年　１　月　１　日　現在
4 　

6 　

平 均 給 料 月 額

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

職員数

平 均 給 与 月 額

172,300 円

平 均 年 齢

2 　

1 人

3 　

3 　

5 　

行     政     職

10.0 　

平 均 年 齢

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額

高 校 卒

大 学 卒

行　　政　　職

203,800 円

336,310 円

行     政     職

構  成  比

44.1 歳

374,390 円

338,050 円

44.2 歳

一般会計の制度

区                                              分

区 分

10 　

2 級

6 　

5 　

2 　

3 　

4 　

1 　

10 　

2 　

100.0 　

370,600 円

1 人 10.0 ％

172,300 円

3 　

203,800 円
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(4)  昇給

職員数

昇給に係る職員数

職員数

昇給に係る職員数

(6)　期末手当・勤勉手当

(7)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

月分 月分 月分 月分

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
（2％～45％加算）

備考

定年前早期退職特例措置

定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

24.586875 33.27075 47.709 47.709

区 分

一般会計の制度
（ 支 給 率 等 ）

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

（A)

（B）

２号給

４号給
号給数別内訳

号給数別内訳

区　　　　　　　　分 合　計 行　政　職

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 下 水 処 理 業 務 手 当 ・ 徴 収 手 当

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 ( 円 ）

10 人

10 　

本年度

前年度

最 高 限 度

同            じ

 2.225 月分

 2.25 月分

 2.225 月分

 2.25 月分

 4.45 月分

 4.5 月分

前 年 度

一般会計の制度

全  職  種

2.21

支 給 期 別 支 給 率

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
（ 令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

支 給 率 計

100.0

 4.5 月分

１２月

 2.25 月分  2.25 月分

６月

100.0

備考
職 制 上 の 段 階 ，
職務の級等による
加 算 措 置

7,500

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

100.0 ％

10 人

10 　

2 　

7,500

２号給

４号給

10 　

2 　

8 　

100.0 ％

2 　

10 人

8 　

100.0 ％

10 人

8 　

100.0 ％

8 　

2 　

同            じ

差    異    の    内    容

扶 養 手 当

(8)　その他の手当

住 居 手 当

通 勤 手 当

同            じ

有

有

有

区 分

本 年 度

行  政  職

10 　

2.21

比率　　　（B) / （A)

(5)  特殊勤務手当

比率　　　（B) / （A)

区                     分

（A)

（B）
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期間 金額 期間 金額

60,000 0 0 60,000

国庫
補助金

企業債 その他

529,904 0

排水設備等関連業務 60,000
令和７年度
から

令和１１年度

（単位　千円）

事項

650,000 529,9040
令和６年度
から

令和９年度
120,096

左の財源内訳

令和5年度

当該年度以降
の支払義務
発生予定額

総社下水処理場維持
管理委託

限度額

前年度末
までの支払義務
発生（見込）額

総社市水洗便所改造資金融資あっせん及び利子補給要綱により，公共下水道に接続す
るため既設便所を水洗便所に改造することに要する資金を貸し付けた融資機関に対し，
貸付実行日から償還年限までの貸付利率（年５％以内）に相当する利子補給

総社市水洗便所改造資金融資あっせん及び利子補給要綱により，公共下水道に接続す
るため既設便所を水洗便所に改造することに要する資金を貸し付けた融資機関に対し，
融資した融資額の損失金額

水洗便所改造資金利
子補給

水洗便所改造資金を
貸し付けた融資機関に
対する損失補償

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書
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令和６年度　総社市下水道

（ 収 益 的 収 入 ）

本年度予定額
前　年　度

当初予定額

1 下 水 道 事 業 収 益 2,026,130 2,011,200

1 営 業 収 益 862,960 835,441

1 下 水 道 使 用 料 756,400 752,404

2 他 会 計 負 担 金 106,278 78,488

3 他 会 計 補 助 金 0 2,083

5 そ の 他 営 業 収 益 282 2,466

2 営 業 外 収 益 1,114,220 1,087,248

1 受 取 利 息 8 8

2 他 会 計 負 担 金 5,389 8,932

3 他 会 計 補 助 金 436,262 78,404

4 長 期 前 受 金 戻 入 672,530 999,881

6 雑 収 益 31 23

3 特 別 利 益 48,950 88,511

3 そ の 他 特 別 利 益 48,950 88,511

款 項 目
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事業会計予算説明書

（単位　千円）

比較増減 本年度予定額 説　　　明

14,930 2,026,130

27,519 862,960

3,996 756,400

1 下 水 道 使 用 料 756,400 下水道・農業集落排水処理施設使用料

27,790 106,278

1 一 般 会 計 負 担 金 106,278
地方公営企業法第17条の2の規定による雨水処理
に要する経費に係る一般会計からの負担金

△ 2,083 0

1 一 般 会 計 補 助 金 0

△ 2,184 282

1 手 数 料 282 督促手数料等

26,972 1,114,220

0 8

1 預 金 利 息 8 普通預金利息等

△ 3,543 5,389

1 一 般 会 計 負 担 金 5,389
地方公営企業法第17条の2の規定による雨水処理
に要する経費以外に係る一般会計からの負担金

357,858 436,262

1 一 般 会 計 補 助 金 436,262
地方公営企業法第17条の3の規定による一般会計
からの補助金

△ 327,351 672,530

1 長 期 前 受 金 戻 入 672,530 長期前受金戻入

8 31

1 雑 収 益 31 電柱敷使用料等

△ 39,561 48,950

△ 39,561 48,950

1 そ の 他 特 別 利 益 48,950 企業債償還に係る一般会計繰入金未収益化分

節

- 81 -



（ 収 益 的 支 出 ）

本年度予定額
前　年　度

当初予定額

1 下 水 道 事 業 費 用 1,934,000 1,957,400

1 営 業 費 用 1,803,670 1,800,899

1 管 渠 費 139,630 79,996

2 ポ ン プ 場 費 37,380 39,161

3 処 理 場 費 530,740 569,626

款 項 目
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比較増減 本年度予定額

△ 23,400 1,934,000

2,771 1,803,670

59,634 139,630

6 備 消 耗 品 費 50 消耗器材及び作業用工具器具等購入費

11 委 託 料 58,614 下水道管清掃，家屋等事前・事後調査業務等委託料

13 賃 借 料 102 土地賃借料

14 修 繕 費 3,305 マンホール，取付ます等修繕費

17 材 料 費 900 マンホール蓋，取付ます蓋等材料費

18 補 償 費 41,000 家屋等工事損失補償費

22 工 事 請 負 費 34,000 管路更生工事等

23 保 険 料 159 下水道賠償責任保険料

26 補 助 金 1,500 共同排水設備設置補助金

△ 1,781 37,380

6 備 消 耗 品 費 30 消耗器材及び作業用工具器具等購入費

8 光 熱 水 費 82 従量電灯料等

10 通 信 運 搬 費 330 電話回線等使用料

11 委 託 料 12,610 運転管理業務等委託料

12 手 数 料 110 地下タンク貯蔵所定期点検手数料

13 賃 借 料 1,608 遠隔監視サービス等使用料

14 修 繕 費 3,605 ポンプ場施設修繕費

15 動 力 費 19,000 ポンプ場施設動力費

23 保 険 料 5 下水道賠償責任保険料

△ 38,886 530,740

1 給 料 9,090 一般職給（2名）

2 手 当 5,540

扶養手当 80             

管理職手当 390           

住居手当 330           

特殊勤務手当 200           

時間外勤務手当 1,000         

通勤手当 290           

期末手当（一般職員） 1,350         

期末手当（会計年度任用職員） 340           

勤勉手当（一般職員） 1,120         

勤勉手当（会計年度任用職員） 290           

休日勤務手当 50             

管理職員特別勤務手当 100           

3 法 定 福 利 費 3,200

共済組合負担金 2,760         

会計年度任用職員法定福利費 440           

4 旅 費 60 会計年度任用職員費用弁償

6 備 消 耗 品 費 2,400 消耗器材及び作業用工具器具等購入費

7 燃 料 費 50 公用車用燃料費

8 光 熱 水 費 1,118 従量電灯料等

10 通 信 運 搬 費 1,440 電話回線等使用料

（単位　千円）

説　　　明節
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本年度予定額
前　年　度

当初予定額

5 総 係 費 94,240 95,316

款 項 目

- 84 -



比較増減 本年度予定額

11 委 託 料 346,457 運転管理業務等委託料

12 手 数 料 6,820 水質検査手数料

13 賃 借 料 170 電子複写機賃借料

14 修 繕 費 7,300 処理場施設修繕費

15 動 力 費 119,100 処理場施設動力費

16 薬 品 費 24,200 処理用薬品費

17 材 料 費 550 処理場施設修繕用材料費

20 報 酬 1,660 会計年度任用職員報酬（1名）

23 保 険 料 71 下水道賠償責任保険料等

25 公 課 費 24 自動車重量税等

27 賞与等引当金繰入額 1,490 賞与等引当金

△ 1,076 94,240

1 給 料 23,980 一般職給（6名）

2 手 当 15,330

扶養手当 740           

管理職手当 1,000         

住居手当 940           

特殊勤務手当 500           

時間外勤務手当 4,000         

通勤手当 490           

期末手当（一般職員） 3,590         

期末手当（会計年度任用職員） 340           

勤勉手当（一般職員） 2,920         

勤勉手当（会計年度任用職員） 290           

休日勤務手当 200           

管理職員特別勤務手当 200           

児童手当 120           

3 法 定 福 利 費 7,920

共済組合負担金 7,490         

会計年度任用職員法定福利費 430           

4 旅 費 80 会計年度任用職員費用弁償等

5 被 服 費 50 作業服等被服費

6 備 消 耗 品 費 380 事務用備消耗品費

7 燃 料 費 150 公用車用燃料費

10 通 信 運 搬 費 80 携帯電話使用料

11 委 託 料 604

12 手 数 料 1,130 口座振替等手数料

13 賃 借 料 561 企業会計システム使用料

14 修 繕 費 200 公用車修繕費

19 負 担 金 33,580 下水道使用料収納業務等負担金

20 報 酬 1,660 会計年度任用職員報酬（1名）

21 報 償 費 700 受益者負担金報奨金

23 保 険 料 87 自動車損害共済保険料等

25 公 課 費 28 自動車重量税等

27 賞与等引当金繰入額 3,910 賞与等引当金

節

企業会計システム保守業務等委託料

（単位　千円）

説　　　明
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本年度予定額
前　年　度

当初予定額

6 減 価 償 却 費 981,180 1,016,000

7 資 産 減 耗 費 20,500 800

2 営 業 外 費 用 110,410 137,350

1 支 払 利 息 99,610 112,000

10,000 25,000

3 雑 支 出 800 350

3 特 別 損 失 1,500 1,126

5 そ の 他 特 別 損 失 1,500 1,126

4 予 備 費 18,420 18,025

1 予 備 費 18,420 18,025

款 項 目

消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 納 付 金

2
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比較増減 本年度予定額

29 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 3,810 貸倒引当金

△ 34,820 981,180

1 有 形 固 定 資 産 981,180
減 価 償 却 費 建物減価償却費 75,660

構築物減価償却費 679,790

機械及び装置減価償却費 225,110

車両運搬具減価償却費 590

工具、器具及び備品減価償却費 30

19,700 20,500

1 固 定 資 産 除 却 費 20,500 有形固定資産除却費

△ 26,940 110,410

△ 12,390 99,610

1 企 業 債 利 息 99,610

財政融資資金 61,330       

地方公共団体金融機構 23,740       

銀行等 14,540       

△ 15,000 10,000

10,000 消費税及び地方消費税納付見込み額

450 800

1 そ の 他 雑 支 出 800 過年度還付金

374 1,500

374 1,500

1 そ の 他 特 別 損 失 1,500 国庫補助金返還金

395 18,420

395 18,420

1 予 備 費 18,420

節 説　　　明

消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 納 付 金

1

（単位　千円）
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（ 資 本 的 収 入 ）

本年度予定額
前　年　度

当初予定額

1 資 本 的 収 入 1,558,830 1,454,900

1 企 業 債 890,100 642,500

1 企 業 債 890,100 642,500

2 国庫 （県 ）補 助金 358,800 162,500

1 国 庫 補 助 金 358,800 162,500

3 受 益 者 負 担 金 17,000 17,916

1 受 益 者 負 担 金 17,000 17,916

4 受 益 者 分 担 金 2,800 2,960

1 受 益 者 分 担 金 2,800 2,960

5 特 別 分 担 金 1,900 1,822

1 特 別 分 担 金 1,900 1,822

6 工 事 負 担 金 500 450

1 工 事 負 担 金 500 450

7 他 会 計 負 担 金 88,260 84,689

1 他 会 計 負 担 金 88,260 84,689

8 他 会 計 補 助 金 121,766 446,497

1 他 会 計 補 助 金 121,766 446,497

9 出 資 金 77,704 95,566

1 出 資 金 77,704 95,566

款 項 目
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（単位　千円）

比較増減 本年度予定額 説　　　明

103,930 1,558,830

247,600 890,100

247,600 890,100

1 企 業 債 890,100
公共下水道事業債，特定環境保全公共下水道事
業債

196,300 358,800

196,300 358,800

1 国 庫 補 助 金 358,800 社会資本整備総合交付金

△ 916 17,000

△ 916 17,000

1 受 益 者 負 担 金 17,000 公共下水道事業に係る受益者負担金

△ 160 2,800

△ 160 2,800

1 受 益 者 分 担 金 2,800
公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事
業に係る受益者分担金

78 1,900

78 1,900

1 特 別 分 担 金 1,900 農業集落排水事業に係る特別分担金

50 500

50 500

1 工 事 負 担 金 500 取付ます設置工事に伴う工事負担金

3,571 88,260

3,571 88,260

1 一 般 会 計 負 担 金 88,260
地方公営企業法第17条の2の規定による一般会計
からの負担金

△ 324,731 121,766

△ 324,731 121,766

1 一 般 会 計 補 助 金 121,766
地方公営企業法第17条の3の規定による一般会計
からの補助金

△ 17,862 77,704

△ 17,862 77,704

1 一 般 会 計 出 資 金 77,704
地方公営企業法第18条の規定による一般会計から
の出資金

節
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（ 資 本 的 支 出 ）

本年度予定額
前　年　度

当初予定額

1 資 本 的 支 出 2,083,400 1,477,900

1 建 設 改 良 費 1,082,160 520,118

1 管 渠 整 備 費 323,800 180,932

2 ポ ン プ 場 整 備 費 1,500 10,300

3 処 理 場 整 備 費 755,300 327,000

4 固 定 資 産 購 入 費 1,560 1,886

2 企 業 債 償 還 金 980,600 942,960

1 企 業 債 償 還 金 980,600 942,960

3 投 資 30 3

1 基 金 30 3

4 予 備 費 20,610 14,819

1 予 備 費 20,610 14,819

款 項 目

- 90 -



比較増減 本年度予定額

605,500 2,083,400

562,042 1,082,160

142,868 323,800

1 給 料 7,600 一般職給（2名）

2 手 当 5,450

特殊勤務手当 200           

時間外勤務手当 2,000         

通勤手当 160           

期末手当（一般職員） 1,630         

勤勉手当（一般職員） 1,360         

休日勤務手当 100           

3 法 定 福 利 費 2,220 共済組合負担金

6 備 消 耗 品 費 165 消耗器材及び作業用工具器具等購入費

7 燃 料 費 200 公用車用燃料費

11 委 託 料 75,200 管路調査業務等委託料

14 修 繕 費 200 公用車修繕費

19 負 担 金 20,671 水道移設工事等負担金

22 工 事 請 負 費 212,031 汚水管埋設，都市下水路改良等工事請負費

23 保 険 料 49 自動車損害共済保険料等

25 公 課 費 14 自動車重量税等

△ 8,800 1,500

14 修 繕 費 1,500 ポンプ場施設修繕費

428,300 755,300

11 委 託 料 740,778

14 修 繕 費 14,522 処理場施設修繕費

△ 326 1,560

2 車 両 運 搬 具 購 入 費 1,560 公用車購入費

37,640 980,600

37,640 980,600

1 企 業 債 償 還 金 980,600

財政融資資金 472,100     

地方公共団体金融機構 236,800     

銀行等 271,700     

27 30

27 30

1 基 金 30 基金積立金

5,791 20,610

5,791 20,610

1 予 備 費 20,610

説　　　明

（単位　千円）

総社下水処理場汚泥濃縮設備更新工事委託料等

節

- 91 -



 



(単位    千円）

1  営　　業　　収　　益

（１） 下 水 道 使 用 料 685,964

（２） 他 会 計 負 担 金 65,899

（５） そ の 他 営 業 収 益 2,370 754,233

2  営　　業　　費　　用

（１） 管 渠 費 57,856

（２） ポ ン プ 場 費 31,090

（３） 処 理 場 費 460,634

（５） 総 係 費 77,397

（６） 減 価 償 却 費 996,320

（７） 資 産 減 耗 費 12,660 1,635,957

営 業 損 失 881,724

3  営　　業　　外　　収　　益

（１） 受 取 利 息 8

（２） 他 会 計 負 担 金 20,497

（３） 他 会 計 補 助 金 369,308

（４） 長 期 前 受 金 戻 入 692,605

（６） 雑 収 益 524 1,082,942

4  営　　業　　外　　費　　用

（１） 支 払 利 息 114,114

（３） 雑 支 出 1,329 115,443 967,499

経 常 利 益 85,775

5 特　　別　　利　　益

（３） そ の 他 特 別 利 益 147,679 147,679

6 特　　別　　損　　失

（５） そ の 他 特 別 損 失 1,126 1,126 146,553

当 年 度 純 利 益 232,328

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金 412,696

     令和５年度   総 社 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書
      （令和５年４月１日から 令和６年３月３１日まで）

180,368
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（単位    千円）

1 固 　  定 　  資   　産

（１）

イ 土 地 1,422,505

ロ 建 物 4,608,897

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,970,856 1,638,041

ハ 構 築 物 37,742,840

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,293,875 19,448,965

ニ 機 械 及 び 装 置 14,653,215

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,904,704 2,748,511

ホ 車 両 運 搬 具 2,716

減 価 償 却 累 計 額 △ 378 2,338

ヘ 工具、器具及び備品 34,535

減 価 償 却 累 計 額 △ 32,660 1,875

ト 建 設 仮 勘 定 269,702

25,531,937

（２）

イ 基 金 286,904

286,904

25,818,841

2 流     動     資     産

（１） 517,944

（２） 260,990

△ 28,447 232,543

750,487

26,569,328

有 形 固 定 資 産

 令和５年度    総社市下水道事業予定貸借対照表
  （令和６年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計

現 金 預 金

有 形 固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計
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（単位    千円）

3

（１） 8,706,124

（２） 400

8,706,524

4

（１） 980,473

（２） 300,233

（３） 3,040

（４） 109

（５）

イ 6,504

6,504

1,290,359

5

（１） 32,456,546

△ 19,979,592

12,476,954

22,473,837

6 2,260,290

7

（１）

イ 711,220

ロ 64

ハ 711,221

1,422,505

（２）

イ

412,696
412,696

1,835,201

4,095,491

26,569,328

未 払 金

企 業 債

固 定 負 債 合 計

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

企 業 債

未 払 費 用

預 り 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債

負 債 の 部

固 定 負 債

そ の 他 固 定 負 債

資 本 の 部

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

その他資本剰余金

資 本 金

剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

利 益 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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(単位    千円）

1  営　　業　　収　　益

（１） 下 水 道 使 用 料 687,638

（２） 他 会 計 負 担 金 106,278

（５） そ の 他 営 業 収 益 282 794,198

2  営　　業　　費　　用

（１） 管 渠 費 123,728

（２） ポ ン プ 場 費 29,051

（３） 処 理 場 費 463,943

（５） 総 係 費 84,134

（６） 減 価 償 却 費 981,180

（７） 資 産 減 耗 費 20,500 1,702,536

営 業 損 失 908,338

3  営　　業　　外　　収　　益

（１） 受 取 利 息 8

（２） 他 会 計 負 担 金 5,389

（３） 他 会 計 補 助 金 436,262

（４） 長 期 前 受 金 戻 入 672,530

（６） 雑 収 益 31 1,114,220

4  営　　業　　外　　費　　用

（１） 支 払 利 息 99,610

（３） 雑 支 出 728 100,338 1,013,882

経 常 利 益 105,544

5 特　　別　　利　　益

（３） そ の 他 特 別 利 益 48,950 48,950

6 特　　別　　損　　失

（５） そ の 他 特 別 損 失 1,500 1,500 47,450

当 年 度 純 利 益 152,994

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金 248,407

     令和６年度   総 社 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書
      （令和６年４月１日から 令和７年３月３１日まで）

95,413
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（単位    千円）

1 固 　  定 　  資   　産

（１）

イ 土 地 1,422,505

ロ 建 物 4,608,897

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,046,516 1,562,381

ハ 構 築 物 38,177,328

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,973,665 19,203,663

ニ 機 械 及 び 装 置 15,352,042

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,129,814 3,222,228

ホ 車 両 運 搬 具 4,135

減 価 償 却 累 計 額 △ 968 3,167

ヘ 工具、器具及び備品 34,535

減 価 償 却 累 計 額 △ 32,690 1,845

ト 建 設 仮 勘 定 94,454

25,510,243

（２）

イ 基 金 286,910

286,910

25,797,153

2 流     動     資     産

（１） 811,835

（２） 290,643

△ 28,956 261,687

1,073,522

26,870,675

 令和６年度    総社市下水道事業予定貸借対照表
  （令和７年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
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（単位    千円）

3

（１） 8,672,391

（２） 400

8,672,791

4

（１） 923,833

（２） 591,979

（３） 2,709

（４） 109

（５）

イ 6,610

6,610

1,525,240

5

（１） 32,861,882

△ 20,515,427

12,346,455

22,544,486

6 2,655,277

7

（１）

イ 711,220

ロ 64

ハ 711,221

1,422,505

（２）

イ

248,407
248,407

1,670,912

4,326,189

26,870,675

流 動 負 債

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

そ の 他 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

企 業 債

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

資 本 の 部

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

- 99 -



財務諸表等に係る注記 

 

1．重要な会計方針 

（１） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

・減価償却の方法       定額法による。 

・主な耐用年数 

建物 ８年～５０年 

構築物 １０年～５０年 

機械及び装置 ６年～２０年 

車両運搬具 ４年 

工具、器具及び備品 ２年～１５年 

 

 （２）引当金の計上方法 

① 賞与等引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費の

支出に備えるため，当事業年度末における支給見込額等に基づき，当事業年度の負担に

属する額（12 月から 3 月までの４ヵ月分）を計上している。 

② 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等による回収不能見込額を計上

している。 

③ 退職給付引当金 

        退職手当は，一般会計がその全部を負担することになっているため，計上していない。 

 

 （３）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

2．予定貸借対照表関連 

 （１）企業債の償還に係る他会計の負担 

① 令和５年度予定 

貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内

に償還予定のものも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は 2,059,655 千円で

ある。 

② 令和６年度予定 

貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内

に償還予定のものも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は 1,896,078 千円で

ある。 
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3．セグメント情報 

 （１）報告セグメントの概要 

下水道事業会計は，公共下水道事業，特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水

事業を運営しており，各事業の運営方針等を決定していることから，報告セグメントを３つとし

ている。 

なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公 共下水道 事 業 公共下水道事業の処理区域における汚水及び雨水の処理 

特定環境保全 

公共下水道事業 
特定環境保全公共下水道事業の処理区域における汚水の処理 

農業集落排水事業 農業集落排水事業の処理区域における汚水の処理 

 

 （２）報告セグメントごとの営業収益等                            （単位：千円） 

項目 公共下水道事業 
特 定 環 境 保 全 

公共下水道事業 

農業集落 

排水事業 
合計 

営業収益 ７０９，２７２ １２，５４７ ７２，３７９ ７９４，１９８ 

営業費用 １，３６５，８０３ ６５，８１３ ２７０，９２０ １，７０２，５３６ 

営業損益 △６５６，５３１ △５３，２６６ △１９８，５４１ △９０８，３３８ 

経常損益 ９９，０９８ △９８６ ７，４３２ １０５，５４４ 

資産 ２１，５４０，９０１ ９２３，５７２ ４，４０６，２０２ ２６，８７０，６７５ 

負債 １８，４６９，２９３ ７４７，７７５ ３，３２７，４１８ ２２，５４４，４８６ 

その他の項目     

他会計繰入金 ４４２，７０７ ３７，１４７ ６８，０７５ ５４７，９２９ 

減価償却費 

資産減耗費 

７８２，７１０ 

２０，０００ 

４６，８１０ 

０ 

１５１，６６０ 

５００ 

９８１，１８０ 

２０，５００ 

受取利息 ８ ０ ０ ８ 

支払利息 

特別利益 

特別損失 

７９，１４０ 

０ 

１，５００ 

７，３５０ 

０ 

０ 

１３，１２０ 

４８，９５０ 

０ 

９９，６１０ 

４８，９５０ 

１，５００ 

有形固定資産

の増減額 

１６３，９８４ △４６，８１０ △１３８，８６８ △２１，６９４ 
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4．その他の注記 

（１）引当金の取崩し額 

① 令和５年度予定 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費を

支出するため，賞与等引当金 6,412 千円を使用する見込みである。 

② 令和６年度予定 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費を

支出するため，賞与等引当金 6,504 千円を使用する見込みである。 
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